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１. 調査の背景
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総務省では、公的機関（国、地方公共団体、独立行政法人及び地方独立行政法人）のウェブアクセシ

ビリティ（高齢者や障害者を含め、誰もがホームページ等で提供される情報や機能を支障なく利用でき

ること）の確保・向上に取り組んでいる。

また総務省では、公的機関がJIS X 8341-3:2016に基づいてウェブアクセシビリティ向上に取り組

む際の指針として「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2024年版）」及び「みんなのアクセシビリ

ティ評価ツール（miChecker）」を公表している。

令和5年には、 「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」を改訂し、「みんなの公共サイト

運用ガイドライン（2024年版）」として公表した。

この改訂では（１）近い将来の JIS 改正に向けた動向、求められる取組を解説、（２）公的機関取組事

例の刷新、（３）関係法令、参照文書等の最新化を行った。

上記を踏まえ、本事業において、公的機関に対して取組を促進する情報提供のさらなる充実に取り組

むとともに、公的機関ホームページの運用の実態、課題等を詳細に調査する。

この調査結果等に基づき、運用ガイドラインの今後の改定において重視すべき論点、改定方針を定める

こと等により、公的機関のウェブアクセシビリティ確保・向上に向けた取組を支援することを目的とする

ものである。



２-１．関係者との意見交換会の実施

実施概要

令和８年度以降の公的機関のウェブアクセシビリティ推進及び「みんなの公共サイト運用ガイドライ

ン」の改定に向けて、関係者との意見交換会を実施した。

対象及び実施日

関係機関

• デジタル庁：令和7年12月15日（月） 、令和8年2月18日（水）、令和8年3月12日（木）

• ウェブアクセシビリティ基盤委員会：令和8年3月11日（水）

有識者

• 東洋大学 名誉教授 山田 肇 氏：令和 8年 3月6日（金） 

• 株式会社インフォアクシア 代表取締役 植木 真 氏：令和 8 年3月3日（火）

• 日本アイ・ビー・エム株式会社 福田 健太郎 氏： 令和8年3月13日（金）

2



２-１．関係者との意見交換会の実施

方法

WEB会議形式または対面によるヒアリング調査

内容

• 公的機関アンケート調査及びヒアリング調査結果の報告

• 総務省「みんなの公共サイト運用ガイドライン」とデジタル庁ガイドブック類との関係整理、

及び今後の役割分担に関する意見交換

• みんなの公共サイト運用ガイドライン改定に向けた論点の洗い出し

• 総務省が行うウェブアクセシビリティ推進のための普及啓発の取組について意見交換
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２-２．公的機関のアンケート調査の実施

調査実施概要

公的機関におけるウェブアクセシビリティの維持・向上の取組について、アンケート調査を実施した。

調査期間

令和7年11月25日（火）～令和8年1月8日（木）

対象団体及び回答数
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対象団体 対象団体数 回収数 回収率（%）

国の機関(府省庁） 48 25 52.1

地方公共団体 1,788 920 51.5

都道府県 47 37 78.7

指定都市 20 12 60.0

特別区 23 17 73.9

市 772 446 57.8

町村 926 408 44.1

独立行政法人 87 39 44.8

地方独立行政法人 169 74 43.8

計 2,092 1,058 50.6



２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 ウェブアクセシビリティ確保の取組状況

ウェブアクセシビリティの確保に取り組んでいるか尋ねたところ、「取り組んでいる」が84.9％、

「取り組んでいない」が15.1%であった。
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２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 取り組んでいない理由

ウェブアクセシビリティの確保に「取り組んでいない」と回答した団体に、理由として特に当てはまる

ものを尋ねたところ、「人員や予算が限られており、十分な投資ができない」が最も多く65.6％、

次いで「アクセシビリティに関する専門知識や経験を持つ人員がいない」が59.4％であった。
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選択肢 回答率（%） 回答数

人員や予算が限られており、十分な投資ができない 65.6 105

アクセシビリティに関する専門知識や経験を持つ人員
がいない

59.4 95

他の業務やプロジェクトが優先され、対応が後回しに
なっている

46.9 75

重要性や具体的な要件についての知識が不足してい
る

46.3 74

組織内部における重要性の理解・共有が不足している 26.3 42

関係する法律やガイドラインの内容を認識していない 24.4 39

対応が具体的にどのような効果をもたらすかが明確
でないため、対応の動機が弱い

17.5 28

システムに技術的制約があり、対応が難しい 15.0 24

その他 1.9 3

n=160
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ウアクセシビリティ方針を策定・公開している

ウェブアクセシビリティ方針を策定している対象があるが、公開はしていない

ウェブアクセシビリティ方針の策定・公開を行っていない

２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 ウェブアクセシビリティ方針の策定・公開の対応状況

公式ホームページのウェブアクセシビリティ方針の策定・公開の対応状況を尋ねたところ、

アクセシビリティ方針を策定・公開している団体が52.1％であった。

経年の変化を確認すると、年によりわずかに増減はするものの、傾向は変わっていない。
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試験を実施している 試験を実施していない

２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 JIS X 8341-3:2016に基づく試験の実施状況

公式ホームページのJIS X 8341-3:2016に基づく試験の実施状況を尋ねたところ、

試験を実施している団体が56.8％であった。

経年の変化を確認すると増加傾向が続いている。
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存在は知っているが、活用していない

まったく知らない

２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表の活用状況

「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」の活用状況を尋ねたところ、結果を公表している団体は

14.6％であった。

経年の変化を確認すると、活用する団体は微増しているものの、傾向は変わっていない。
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２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 JIS改正に向けた新たな基準への取組

ウェブアクセシビリティの日本産業規格（JIS X 8341-3）がまもなく改正されることから、

新たな基準への対応が必要になることを把握し、それに向けて何らかの取組を行っているか尋ねたと

ころ、「把握しているが、取組は行っていない」が44.9％、「把握していなかった」が33.4%であった。
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２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 ウェブアクセシビリティの取組に最も活用している資料

ウェブアクセシビリティの取組において最も活用している資料を尋ねたところ、「みんなの公共サイト

運用ガイドライン（総務省）」が62.3％と多く、他の選択肢と大きく差があった。
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選択肢 回答率（%） 回答数

みんなの公共サイト運用ガイドライン（総務省） 62.3 460

公的機関向けウェブアクセシビリティ講習会動画（総
務省）

2.6 19

ウェブアクセシビリティ啓発パンフレット（総務省） 3.9 29

ウェブアクセシビリティ取組事例集（総務省） 0.4 3

障害者のウェブページ利用方法のビデオ（総務省） 0.5 4

ウェブアクセシビリティ導入ガイドブック（デジタル庁） 6.4 47

ウェブアクセシビリティ方針策定ガイドライン（WAIC） 1.8 13

JIS X 8341-3：2016 試験実施ガイドライン
（WAIC）

8.9 66

WCAG2.0／2.1／2.2解説書（WAIC） 0.9 7

WCAG2.0／2.1／2.2達成方法集、テクニック集
（WAIC）

0.5 4

その他 11.7 86

全体 100.0 738

n=738



２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 運用ガイドラインの役立った点

「みんなの公共サイト運用ガイドライン（２０２４年版）」の役立った点を尋ねたところ、「取組の必要

性、法的根拠などが説明されている」が最も多く76.2％、次いで「実施すべき取組項目が示され、

内容や注意事項が説明されている」が50.2％であった。
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選択肢 回答率（%） 回答数

取組の必要性、法的根拠などが説明されている 76.2 442

実施すべき取組項目が示され、内容や注意事項が説明されてい
る（ウェブアクセシビリティ方針の策定、ＪＩＳに基づく試験など）

50.2 291

ページやＰＤＦを作成する際に注意すべきことが説明されている 25.5 148

団体の長、公式ホームページの管理運営担当部署、各部署に求
められる役割が説明されている

24.1 140

評価ツール「ｍｉＣｈｅｃｋｅｒ」が紹介されている 17.8 103

複数の公的機関の取組事例が紹介されている 16.7 97

外部発注する際の手順や注意事項が説明されている（新規構築
やリニューアル等）

12.9 75

自団体の取組実施状況を確認し公表するためのワークシート
（ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表）が示されている

9.0 52

わからない／特に有効だと思う点はない 3.4 20

その他 0.9 5

n=580



２-２．公的機関のアンケート調査の実施

結果概要 運用ガイドラインの見直したほうがよい点

「みんなの公共サイト運用ガイドライン（２０２４年版）」の見直したほうがよい点を尋ねたところ、

「JIS X 8341-3の内容や具体的な対応方法を解説してほしい」が最も多く32.4％、次いで「公的

機関として、業務で取り組む内容や注意点の解説を充実してほしい」が30.9%であった。
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選択肢 回答率（%） 回答数

JIS X 8341-3の内容や具体的な対応方法を解説してほしい 32.4 188

公的機関として、業務で取り組む内容や注意点の解説を充実
してほしい

30.9 179

わからない／特にない 28.6 166

読みやすさ・わかりやすさの表現やデザインを工夫してほし
い

27.2 158

ガイドラインの概要を分かりやすく示してほしい 25.0 145

分量を減らしてほしい 16.2 94

取組事例の情報を充実してほしい 15.2 88

デジタル庁のウェブアクセシビリティガイドブックと用途に
よって使い分けできるようにしてほしい

10.0 58

分量を増やしてほしい 1.9 11

その他 1.7 10

n=580



２-３．ヒアリングの実施

実施概要

ウェブアクセシビリティ確保の取組実施状況及び課題、運用ガイドラインの活用状況及び改定に

向けた要望等を確認した。

調査期間

令和7年11月25日（火）～令和8年3月18日（水）

対象団体

「２-２．公的機関のアンケート調査の実施」で回答のあった団体より、10団体を選定した。

• 都道府県：1団体

• 市：4団体

• 町村：1団体

• 独立行政法人：1団体

• 府省庁：3団体
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２-３．ヒアリングの実施

主な調査結果

• 法的な義務、罰則がないため組織内の理解を得ることが難しく、他の業務対応と比べて、工数確保、
予算確保の両面で優先度が下げられてしまう実態がある。

• 組織内で取組の理解を得て推進するために、国としての普及啓発活動が求められている。

• 運用ガイドライン内で対象者の取組状況に合わせた解説が有効である。

• 運用ガイドラインに掲載された取組事例の紹介が有効な参考情報となっている。

• 障害者等が支障なく利用できるための取組であることに加え、利用者全般にメリットがあることの説明
を行うことが有効である。

• 運用ガイドラインで、期限や目指すべきゴールが示されていることが、組織の中で取組の理解を得る
拠り所となっている。

• 目指すべきゴールに、段階的に近づいていくことを求め、到達している段階を評価する枠組みが
必要とされている。外部評価として実施され、結果が公表されると取組推進につながる。

• JIS試験について、ホームページの運用保守を担当する事業者に依頼すると新たな予算を確保せずに
運用保守費用で対応ができるが、客観性と専門性の担保が難しいとの意見がある。

• ウェブアクセシビリティ対応は、多くの団体において広報部門の業務として推進され、他部署に協力を
要請する形で、対象コンテンツを広げる努力がなされている。

• ウェブアクセシビリティに熱心に取り組んでいる団体でも、PDFファイルのアクセシビリティ確保に
取り組めていない。

• miCheckerは、総務省が提供しているために、導入の安心感、ツールとしての信頼感があり、
チェック対応を促進する重要な存在となっている。（組織内の活用、事業者による活用など）
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２-4．運用ガイドライン改定方針のとりまとめ

「２-１．関係者との意見交換会の実施」「２-２．公的機関のアンケート調査の実施」、

「2-3.ヒアリングの実施」の結果に基づき、運用ガイドライン改定に向けた論点について整理した。

（１）組織全体としての取組推進体制

（２）公式ウェブサイト以外のウェブコンテンツの対応推進

（３）取組内容の拡充（例：JIS改正対応、PDF、そのほか）

（４）目指すべきゴール（例：AA準拠、ウェブサイト全体）

（5）取組の継続性確保

（6）取組の期限

（7）組織としての取組の成熟度の評価と公表

（8）各団体内の説明、理解促進のための情報提供

（9）試験実施のあり方

（10）適切でない取組の是正

（11）チェックツールの紹介

（12）運用ガイドライン見直しのサイクル
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３-１．障害当事者によるユーザー評価
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調査実施概要

障害当事者がどのような点に障壁を感じ、実際にどのようにウェブサイトを閲覧しているかを紹介

する周知広報動画を作成するために、障害当事者の実際の使い方及び利用者の意見を確認する

ユーザー評価を実施した。

対象及び調査実施日

• Aさん（脳性麻痺による不随意運動がある４０代男性） ：令和７年１1月24日（月）

• Bさん（頚椎損傷による肢体不自由の6０代男性）：令和7年12月20日（土）

• Cさん（ディスレクシアの３０代女性）：令和７年１１月１１日（木）

調査結果

調査結果を踏まえ、実際の利用場面を紹介する周知広報動画を作成した。



３-２．調査結果を踏まえた周知広報動画の作成
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実施概要

障害当事者の実際の使い方及び利用者の意見を確認するユーザー評価の結果を踏まえ、

障害当事者がどのような点に障壁を感じ、実際にどのようにウェブサイトを閲覧しているかを紹介

する周知広報動画を作成した。

動画

• 脳性麻痺の方（人差し指で操作）のウェブページ利用紹介

• 頚椎損傷の方（ヘッドポインターで操作）のウェブページ利用紹介

• ディスレクシアの方（読み書きが困難な学習障害）のウェブページ利用紹介

動画コンテンツ集｜情報アクセシビリティポータルサイト｜総務省
https://www.soumu.go.jp/info-accessibility-portal/movie/



４．啓発資料の発送及びウェブアクセシビリティ対応講習会の周知
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首長向けウェブアクセシビリティ啓発資料の発送

令和6年度「公的機関のウェブアクセシビリティ対応の促進に関する調査研究」において作成した

首調向けウェブアクセシビリティ啓発資料を国の機関及び地方公共団体（都道府県、市区町村）、

独立行政法人、地方独立行政法人（計2,092団体）に郵送した。

公的機関向けウェブアクセシビリティ対応講習会の周知

令和6年度「公的機関のウェブアクセシビリティ対応の促進に関する調査研究」で実施した

ウェブアクセシビリティ対応講習会（基礎編・応用編・お昼休み講演）の動画について、

国の機関及び地方公共団体（都道府県、市区町村）、独立行政法人、地方独立行政法人

（計2,092団体）に郵送で周知を行った。
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